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浦添市財務会計システム更新業務公募型プロポーザル審査要項 

 

 浦添市財務会計システム更新に係る製品選定プロポーザル審査（公募型）は、提案書

等を下記のとおり審査・評価するものとする。 

 

１．審査の対象事業者 

  審査の対象事業者は次の⑴、⑵に掲げる条件をすべて満たし、一つでも満たさない

場合は審査の対象事業者に該当しないものとする。 

⑴  浦添市財務会計システム更新業務公募型プロポーザル募集要項に基づく「参加資

格」を有すること。 

⑵  見積書の金額が、募集要項に定める「提案限度額」の範囲内であること。 

 

２．審査項目及び配点 

審査項目及び配点は以下の表のとおりとする。 

審査項目 配点 

① 提案書に基づく評価（表１ 財務会計評価シート） 500 

② 機能仕様書に基づく評価（表２・表３） 500 

③ プレゼンテーション審査（表４） 100 

④ 経費見積書による審査 300 

合計点 1400 

 

３．書類審査の評価方法 

システムの安定稼働及び費用対効果の観点から、パッケージの標準機能を重視した

配点とし、提案書及び機能仕様書に基づく技術等に関する評価による評価点の合計得

点により審査を行う。 

 

① 提案書に基づく評価 

  審査員は、「表 1 財務会計評価シート」に基づき各審査項目に対して評価点を付

し、その合計点を合計評価点とする。各審査員の合計評価点の平均が、審査対象事業

者の提案書に基づく評価点とする。 

 

② 機能仕様書に基づく評価 

  応募事業者が回答した、各機能項目への対応内容について、別紙「表２.機能仕様

書の配点表（その 1）、及び表３.機能仕様書の配点表（その２）」により一律に算出し

た評価点を平均点として審査対象事業者の機能仕様書に基づく配点とする。 

 なお、代替案により実現可能な場合は、その代替案を必ず明記するものとする。この
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記載がない場合は「対応不可能」とする。また、機能項目において「有償カスタマイ

ズで対応可能」または「対応不可能」の場合、提案書に基づく評価にも反映されるこ

とに留意すること。 

<算出方法> 

（ア） 審査員は、機能仕様書に対して、別紙「表２」の配点表に基づき各項目の点数を

算出する。 

（イ） （ア）で算出した点数を別紙「表３」の各機能区分の満点で割り、各機能の得点

取得割合を算出する。（小数点以下第３位を四捨五入し、第２位までを算出）。 

（ウ） (イ)で算出した得点取得割合に、各機能要件の配点をかけて得た得点を各機能

の評価点とする。（少数点以下が生じる場合は、第１位を四捨五入して算出）各

機能区分で算出した評価点の総計を機能仕様書に基づく評価点とする。 

 （例） 予算編成事務機能区分の得点算出方法 

  a 表２に基づく予算編成事務の得点が 400点の場合 

    b 得点割合は 400÷465＝0.86 小数点以下第３位を四捨五入→0.86 

    c 予算編成事務機能区分の評価点は、50×0.86＝43 

 

４. プレゼンテーション及びデモンストレーション審査の評価方法 

  審査は、「表４ プレゼンテーション審査基準」に基づき審査をして、その合計点

を合計配点とする。各審査員の合計配点の平均が、審査対象事業者のプレゼンテーシ

ョン審査に基づく配点とする。 

 

５．経費見積書による審査の評価方法 

  経費見積書に関する配点については、74,990,000円（税込）を提案限度額とし下記

の価格審査計算式から算出する。また、小数点以下は第一位を四捨五入して算出する。 

 なお、この評価点は一律に算出するものとし、各審査員は算出された同じ配点を用い

るものとする。 

【価格審査計算式】 

価格点＝300点×評価下限価格（52,493,000円）÷提案価格 

※評価下限価格は、提案限度額の 70％とし、これ以下の提案価格の場合は 300 点とす

る。 

 

６．優先交渉権者の決定方法 

  審査項目①～④の合計点が一番高い提案者を、優先交渉権者とする。ただし、合計

点が 840点（６割）以上の場合のみ優先交渉権者として決定する。 



財務会計システム評価シート

1
システム共通の機能につい
て 5 6 30 0

システム機能仕様を参照
カスタマイズが極力少なく完成
度の高いパッケージであるこ
と。

2 予算編成の機能について 5 6 30 0 〃

3
予算執行系共通の機能につ
いて 5 6 30 0 〃

4 歳入管理の機能について 5 3 15 0 〃

5 歳出管理の機能について 5 3 15 0 〃

6
歳計外現金管理の機能につ
いて 5 3 15 0 〃

7 振替管理の機能について 5 3 15 0 〃

8 相手方管理の機能について 5 2 10 0 〃

9 日次月次の機能について 5 2 10 0 〃

10 資金管理の機能について 5 1 5 0 〃

11 決算管理の機能について 5 2 10 0 〃

12 基金管理の機能について 5 1 5 0 〃

13 備品管理の機能について 5 3 15 0 〃

14 起債管理機能について 5 2 10 0 〃

15 決算統計の機能について 5 2 10 0 〃

16 法定調書の機能について 5 2 10 0 〃

17 旅費管理の機能について 5 3 15 0 〃

18 源泉徴収の機能について 5 2 10 0 〃

19
公有財産管理の機能につい
て 5 2 10 0 〃

提
案
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ム

（
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フ
ト
）
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て

０：提案がない　１：劣っている　２：やや劣っている　３：標準　４：優れている　５：特に優れている

配点 重み 満点

評価基準(配点）

評価内容 特記事項評価
(０～５)

合計

表1

分
類

項
番

項   目
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財務会計システム評価シート

０：提案がない　１：劣っている　２：やや劣っている　３：標準　４：優れている　５：特に優れている

配点 重み 満点

評価基準(配点）

評価内容 特記事項評価
(０～５)

合計

表1

分
類

項
番

項   目

20
他システムとの連携機能に
ついて 5 4 20 0

他システムとの連携について柔
軟性や拡張性について具体的な
提案がある。

21
システム全体の操作性につ
いて 5 5 25 0

①使用の容易さ（操作のし易さ、ヘ
ルプ機能等）操作手順、操作方法が
分かりやすく複雑でないこと。
②使用者負担の軽減（入力作業の軽
減、入力ミスの防止機能等）

22 帳票レイアウトについて 5 2 10 0

本市が運用するにあたって、必
要な事項が記載されているこ
と。

325 0 0

23
クラウドサーバの性能、仕
様及び管理体制について 5 4 20 0

信頼性、安定性がある機器であ
ること。安定稼働を目指した運
用であること。

24
データパックアップについ
て 5 4 20 0

万一の障害時にも十分に対応で
きるバックアップ体制であるこ
と。

40 0 0

25
保守サポートについて
（稼働後の支援体制・システム
障害に対する体制について）

5 6 30 0

稼動後のサポート（問い合わせ
等）、年次的な改訂等（特に決算統
計）についての対応はどうなってい
るか。障害時の対応が迅速かつ円滑
に対応できること。

26 情報セキュリティについて 5 6 30 0

情報セキュリティ対策の具体的
な手法について。

60 0 0

27
システム管理者・ユーザー
への研修・教育について 5 2 10 0

マニュアルがあり、基本的な操
作研修が行われること。

10 0 0

28
導入体制及び導入計画（ス
ケジュール）について 5 4 20 0

①令和3年度４月１日において予
算、決算及び執行等データの全てが
完全移行し、操作研修等も行うなど
スムーズな移行が完了するスケ
ジュールである。
②職員の負担軽減やコスト削減を考
慮されたスケジュールとなっている
こと。配置される人員は適正で、役
割分担等の体制整備は十分であるこ
と。

29 データ移行について 5 5 25 0

平成27年度からの予算、決算、
執行データ、起債、決算統計等
全てのデータが移行できるこ
と。

45 0 0

30 その他自由提案について 5 2 10 0

上記の機能以外に、特筆すべき
機能がある。

31
会社概要・納入実績につい
て 5 2 10 0

本市と同規模以上の市で稼動実
績がある。

20 0 0

500 0 0
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表
２

機
能
仕
様
書
の
配
点
表
（
そ
の
１
）

№
機
能
事
項

記
入

配
点

備
考

1
標
準
仕
様
（
パ
ッ
ケ
ー
ジ
）
で
対
応
可
能◎

5
パ
ッ
ケ
ー
ジ
の
仕
様
を
備
考
欄
に
記
載
し
て
い
る

2
代
替
案
（
無
償
）
で
対
応
可
能

○
4
代
替
案
の
詳
細
を
備
考
欄
に
記
載
し
て
い
る

3
無
償
カ
ス
タ
マ
イ
ズ
で
対
応
可
能

△
3
カ
ス
タ
マ
イ
ズ
の
内
容
を
備
考
欄
に
記
載
し
て
い
る

4
有
償
カ
ス
タ
マ
イ
ズ
で
対
応
可
能

※
1
カ
ス
タ
マ
イ
ズ
の
内
容
を
備
考
欄
に
記
載
し
、
カ
ス
タ
マ
イ
ズ
に
係
る
費
用
を
金
額
欄
に
記
載
し
て
い
る

5
対
応
不
可
能

×
0

表
３

機
能
仕
様
書
の
配
点
表
（
そ
の
２
）

№
財
務
会
計
シ
ス
テ
ム
機
能
区
分

機
能
区
分
の
満
点

機
能
要
件
の
配
点

1
基
本

3
2
0

5
0

2
共
通

2
4
0

5
0

3
予
算
編
成

4
6
5

5
0

4
執
行
管
理

6
8
0

5
0

5
歳
入
歳
出
外
現
金
管
理

1
4
5

4
0

6
決
算
管
理

1
1
5

5
0

7
統
計

1
8
0

3
0

8
起
債
管
理

2
0
5

3
0

9
公
有
財
産
管
理

1
9
5

3
0

1
0
旅
費
管
理

8
0

3
0

1
1
源
泉
徴
収
管
理

8
0

3
0

1
2
法
定
調
書
発
行

7
5

3
0

1
3
備
品
管
理

1
0
0

3
0

5
0
0

合
計



表４　プレゼンテーション審査基準

№ 審査項目 評価 配点

特に優れている 40

優れている 30

標準 20

やや劣っている 10

劣っている 0

特に優れている 20

優れている 15

標準 10

やや劣っている 5

劣っている 0

特に優れている 40

優れている 30

標準 20

やや劣っている 10

劣っている 0

提案書及び補足説明が具体的になされているか。1

専門用語を多用せず、理解しやすく訴求力のあ
る説明となっているか。

2

3 委員の質問に対する応答が的確であるか。


